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た大阪市のヘイトスピーチ対処条例」世界 879 号（2016 年）33 頁以下、前田朗「大阪
市ヘイト・スピーチ条例の意義」部落解放 723 号（2016 年）70 頁以下参照。
（２） 　ヘイト・スピーチ解消法については、師岡康子監修・外国人人権法連絡会編『Q＆
Aヘイトスピーチ解消法』（現代人文社、2016 年）、師岡康子「ヘイトスピーチ解消法
の成立の意義と今後の課題」世界 885 号（2016 年）218 頁以下、金尚均「ヘイトスピー


























法』・同上 11 － 13 頁〔師岡康子〕参照。
（４） 　判時 2296 号 14 頁。
（５） 　上田健介「判批」法学教室 433 号（2016 年）153 頁。
（６） 　同上。
（７） 　京都地判平成 25 年 10 月７日判時 2208 号 74 頁、大阪高判平成 26 年７月８日判時
2232 号 34 頁、最決平成 26 年 12 月９日判例集未登載。























（８） 　上田・前掲注（5）153 頁。また、判時・前掲注（4）解説 16、18 頁や『Q＆Ａヘイ
トスピーチ解消法』・前掲注（2）の多数の項目でも同様の理解が述べられている。
（９） 　『Q＆ Aヘイトスピーチ解消法』・前掲注（2）62 頁〔師岡康子〕。
（10） 　「小泉良幸会員の部会報告に対する質疑」公法研究 78 号（2016 年）158 － 159 頁〔小
泉発言〕。また、小泉良幸「表現の自由の『変容』――ヘイトスピーチ規制をめぐって




















に着目する論者として、see TIMOTHY ZICK, SPEECH OUT OF DOORS: PRESERVING FIRST 
AMENDMENT LIBERTIES IN PUBLIC PLACES ch.3 (Cambridge University Press, 2009). Zickの
議論については、阪口正二郎「『隔離』される集会、デモ行進と試される表現の自由」
法律時報 88 巻９号（2016 年）106 頁以下、平地秀哉「『公共空間』と憲法理論」法学
セミナー 742 号（2016 年）40 － 41 頁参照。また、関連して、特定の標的に対するデ
モやピケッティングの憲法適合性について論ずる業績として、岩倉秀樹「アメリカの
標的型抗議活動と表現の自由（1）・（2）――京都朝鮮学校街宣事件京都地裁判決を契機
に――」高知県立大学文化論叢２号（2014 年）11 頁以下・３号（2015 年）17 頁以下参照。
（12） 　上田・前掲注（5）153 頁。
（13） 　判時・前掲注（4）解説 18 頁。
（14） 　最判昭和 61 年６月 11 日民集 40 巻４号 872 頁。
（15） 　上田・前掲注（5）153 頁。



































　彼の議論において考察の対象とされているのは、Federal Trade Commission v. 
Trudeau（19）という事案である。この事案の概要は以下の通りである。











（18） 　Clay Calvert, Past Bad Speakers, Performance Bonds & Unfree Speech: Lawfully 
Incentivizing “Good" Speech or Unlawfully Intruding on the First Amendment?, 3 HARV. J. 
SPORTS & ENT. L. 245 (2012).































ている。Id. at 259-260. セントラル・ハドソン・テストについては、さしあたり、橋本
基弘『表現の自由　理論と解釈』（中央大学出版部、2014 年）第Ⅱ部参照。


















（25） 　See Id. at 250-251.










しない」と第７巡回区控訴裁判所自身が指摘している。See FTC v. Trudeau, supra note 
19, at 953.




















（28） 　Calvert, supra note 18, at 260-261. 関連して、修正１条における平等の問題を考察する
業績として、see Daniel P. Tokaji, First Amendment Equal Protection: On Discretion, 
Inequality, and Participation, 101 MICH. L. REV. 2409 (2003).
（29） 　558 U.S. 310 (2010). 本判決の詳細については、さしあたり、辻雄一郎「選挙活動と表
現の自由に関する考察――2010 年シティズンユナイテッド判決を中心に――」駿河台法
学 24 巻１・２合併号（2010 年）57 頁以下参照。
（30） 　Id. at 340.
（31） 　Id.
（32） 　Id. at 341.
























（34） 　Calvert, supra note 18, at 261.
（35） 　See Alexander v. United States, 590 U.S. 544, 566 (1993) (Kennedy, J., dissenting).
（36） 　See Id. at 567.
（37） 　Calvert, supra note 18, at 263.
（38） 　Id．























（39） 　See id. at 264.
（40） 　See id. at 264-265. もっとも、思想の自由市場を浄化するための国家による介入という
点は、パターナリズムというよりも国家による自由の問題と言った方が適切かもしれ
ない。



















的（counterintuitive）なように思われる」と指摘している。Id. (emphasis in original). 確
かに、一般的に学説上問題となるのはアクセスの平等を促進するための介入の憲法適
合性であることを考えれば、このような指摘は首肯し得るだろう。 See generally Stanley 
Ingber, The Marketplace of Ideas: A Legitimizing Myth, 1984 DUKE L. J. 1, 49-71 (1984). 邦語
文献では、さしあたり、堀部政男『アクセス権』（東京大学出版会、1977 年）、奥平康
弘「言論の自由を生かす反論権――言論に見合った救済制度の探求――」『表現の自由Ⅱ




（44） 　Calvert, supra note 18, at 266 (citation omitted).
（45） 　Id．
（46） 　See id. at 267-270. 
（47） 　Id. at 268.
（48） 　See id. at 269.


























（49） 　Id. at 269.



















法学新報 101 巻７号（1995 年）１頁以下・法学新報 103 巻９号（1997 年）１頁以下、
安念潤司「『事前の抑制』雑考」成蹊法学 28 号（1988 年）391 頁以下、高橋正俊「検
閲について」法学 50 巻７号（1987 年）172 頁以下、長岡徹「検閲と事前抑制」ジュリ
スト 1089 号（1996 年）237 頁以下、中村睦男『論点憲法教室』（有斐閣、1990 年）134
頁以下、浜田純一「事前抑制の諸相――集団行動の許可制・税関検閲・教科書検定・裁
判所の事前差止――」法学教室 106 号（1989 年）16 頁以下、浜田純一「事前抑制の理論」
芦部信喜編『講座　憲法訴訟　第 2巻』（有斐閣、1987 年）267 頁以下、芦部信喜「機
能的『検閲』概念の意義と限界――アメリカ法を素材として――」『人権と議会政』（有
斐閣、1996 年）〔初出 1986 年〕150 頁以下、阪本昌成『プライヴァシー権論』（日本評
論社、1986 年）〔初出 1985 年〕95 頁以下、奥平康弘「税関検査の『検閲』性と『表現
の自由』」『なぜ「表現の自由」か』（東京大学出版会、1988 年）〔初出 1985 年〕83 頁
以下、伊藤正己『言論・出版の自由――その制約と違憲審査の基準――』（岩波書店、
1959 年）89 頁以下参照。






























（53） 　伊藤・前掲注（51）90 － 91 頁。
（54） 　柳瀬良幹「基本的人権と公共の福祉――それに関する諸家の説について――」末川博













































Michael Coenen, Of Speech and Sanctions: Toward a Penalty-Sensitive Approach to the First 










































（58） 　最大判昭和 59 年 12 月 12 日民集 38 巻 12 号 1308 頁〔傍点は筆者による〕。





















（61） 　534 U.S. 316 (2002).
（62） 　380 U.S. 51 (1963),












※ 紙幅の問題から割愛せざるを得なかったが、本稿で取りあげた Kevin Trudeauは、長期に
わたって FTCと係争を続けており、少なくとも 2003 年から 2016 年まで民事と刑事の両
面で係争を続けている。そのため、本稿での紹介は非常に限定的なものとなっている。
Trudeau と FTC の 係 争 に つ い て 詳 細 は、https://www.ftc.gov/enforcement/cases-
proceedings/032-3064/trudeau-kevin-et-alを参照。
（63） 　内容規制・内容中立規制区分論に関しては、さしあたり、市川正人『表現の自由の
法理』（日本評論社、2003 年）第２編参照。
（64） 　関連して、例えば、公共施設の利用拒否や集団行動の許可制の文脈を考えるとき、
事前抑制と事後処罰との区別及び内容規制と内容中立規制との区別のほかに、規制と
給付との区別の要素も考慮しなければならない。この三者の相互関係をどのように理
解するかも大きな問題である。
